
議事(３)蓮田市内の空き家等に関する現状と
これまでの取組について

1

資料3



導入1 空き家が発生する原因
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導入2 空き家を放置するリスク
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空家等と特定空家等

「空家等」
この法律において「空家等」とは、建築物⼜はこれに附属する⼯
作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態であ
るもの及びその敷地をいう。 ×賃貸住宅 ×定期的に草刈り

※常態＝１年程度

「特定空家等」
この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊
等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有
害となるおそれのある状態、適切な管理が⾏われていないことに
より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全
を図るために放置することが不適切である状態にあると認められ
る空家等をいう。 ※認定を要する



蓮田市内の空家等の現状・
事例・施策
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市内の空き家等の推移

空き家数

空き家率

全 国
約８４９万戸
（３．６％増）
１３．６％

（０．１％上昇）

埼玉県
約３４．６万戸
（２．５％減）
１０．２％
（０．７％減）

※都道府県 ４７ 位

蓮田市
２，２４０戸
（２０．０％減）
８．１％

（２．６％減）
※県内 ４５ 位

◇ 平成３０年住宅・土地統計調査（総務省統計局）

※ ( )内の値は対平成２５年調査比
※1.5万人以上の市町村が対象（埼玉県：53市町）



空家等の通報～解消までの流れ
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空家等の発生

（周辺に悪影響あり）

TEL

空家等の通報

（草木の繁茂、

建物の劣化等）

現地調査 税情報等による

所有者調査

空家等の適正な

管理の依頼

所有者からの連

絡・相談、所有者

による是正対応

空家等の売却、解体もし

くは通報原因の解消



【事例１】緑町地内 市街化区域内の店舗付き共同住宅
★建築主が亡くなり、相続は⾏われたものの、適切な管理がなされず、
建物の⽼朽化が進んだ。
★近隣住⺠から、「強風時に外壁材が剥がれ落ちた事実があるため、
早急に対策を講じてほしい」旨の問い合わせがあった。

★現地確認の上、所有者を確認し、通知を送付した。
★通知から２週間ほどで、親族の方から「建物は直
ちに解体する予定」との連絡があった。
★ほどなくして建物が解体されたため、相談完了と
した。



★建築主が亡くなり、建物の⽼朽化及び草⽊の繁茂が進んだ。
★近隣住⺠より、「草⽊が繁茂しており、⽇光が遮られる」旨の相談があった。
★所有者を確認したが、相続⼈が存在せず、相続財産管理⼈として財務省が管理してい
ることが判明。（国庫帰属済）近隣住⺠からの相談内容を伝え、段階を踏んで是正の対
応をしていただくこととなった。
★⾼⽊も多数存在しているため、是正の完了までに時間を要すと考えるが、定期的に現
地調査を⾏い、進捗状況を確認していく。
※※※※関東財務局への連絡から数ヵ⽉後、再度現地調査を⾏った際、草刈りが完了していた。

【事例２】高虫地内 市街化調整区域の住宅



◆シルバー人材センターとの協定

平成２７年９⽉に蓮⽥市とシルバー⼈材センターとで、空家等の適正な管理に関
する協定を締結。空家等に関連する除草、伐採、草刈り、枝おろし等を⾏ってい
る。
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◆株式会社ジチタイアドとの協定

令和５年１２⽉に蓮⽥市と株式会社ジチタイアド(本社︓
福岡市)とで、「蓮⽥市空家等の課題解消に向けた官⺠連
携に関する協定」を締結。無料相談窓⼝の設置、事業者
マッチング、固定資産税通知による所有者への啓発等を
実施した。

関連施策

◆空き家バンクの設置

令和３年１⽉に埼⽟県宅地建物取引業協会埼葛⽀部協定を締結し、翌⽉、「蓮⽥
市空き家バンク」を開設。取引実績は１件のみ。



空家等対策計画について
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空家等対策計画策定の必要性
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計画策定の目的：法６条に規定する「空家等対策計画」の策定や空家等対策（施策の制定、空家等の発
生抑制・有効活用、老朽危険空家の解消等）を総合的かつ計画的に進め、市民の生活環境の保全を図る

上記例以外にも、市からの支援制度、空家等の活用、空家等管理活用支援法人等
指定等の対策が可能であるが、いずれの場合にも

「蓮田市空家等対策計画」の策定が必要となる

例…特定空家等の認定

計画策定によ
る判定マニュ
アルの作成

固定資産税住宅
用地特例の解除

例…継続的な空家等の実態調査

蓮田市内に
どのような空
き家等があ
るか正確に
わからない

判定マニュアル
を基にした特定
空家等の認定

地図情報や電
力使用情報
等を用い定期
的な調査

悪影響のある
空家等の現
状・総数等が
把握できる



「空家等対策の推進に関する
特別措置法」改正のポイント
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管理不全空家の位置づけ
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R5年度空家法改正の主なポイント
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①特定空家化を未然に防⽌する管理(管理不全空家)
・特定空家予備軍である管理不全空家等に市⻑から指導・勧告
・勧告を受けた管理不全空家等は、住宅⽤地特例(１/６に減額)を解除

②空家等活用促進区域
・市が区域や活用指針等を定め、⽤途変更や建替え等を促進
③財産管理⼈による所有者不在の空家の処分
・市⻑に選任請求を認め、相続放棄された空家等に対応

④⽀援法⼈制度
・市⻑がNPO法人、社団法人等を空家等管理活⽤⽀援法⼈に指定
・所有者等への普及啓発、市から情報提供を受け、所有者との相談対応



ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。ご清聴ありがとうございました。
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出典︓国⼟交通省HPHPHPHP
総務省統計局
（平成３０年住宅・⼟地統計調査）
埼玉県総務部統計課


